
 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

総合研究報告書 

 

医療機関から在宅へ円滑に移行するための適切な栄養管理に関する実態把握 

及び体制整備へ向けた課題探索のための研究 

 

研究代表者 榎 裕美 日本健康・栄養システム学会 理事 

研究要旨 

【背景と目的】在宅医療の需要増に伴い、地域の実情に応じた在宅栄養管理体制の整備が

急務である。しかし、訪問栄養食事指導等の実績は乏しく、現場の管理栄養士の圧倒的な不足

に加え、多機関や多職種と連携する仕組みが十分に機能していないことが体制整備の障壁とな

っている。本研究は、2 年間にわたり在宅における栄養管理体制の実態を包括的に把握し、切

れ目のない栄養管理システム構築に向けた現場向けの手引書の作成、および次期医療計画等

への反映を見据えた提言・基礎資料を提示することを目的とした。 

【方法】 ①文献等による訪問栄養食事指導の事例収集、および都道府県医療計画の記載状

況の整理を行った。②在宅療養支援病院、同診療所、同歯科診療所、都道府県栄養士会栄養

ケア・ステーション等を対象に、栄養管理体制に関する WEB 実態調査を実施した。③日本生活

協同組合連合会等を対象に、配食サービス等の食支援に関する実態を把握した。④多職種連

携が機能している先進的 24 施設に対し、訪問栄養食事指導のプロセスや体制に関するインタ

ビュー調査を実施した。⑤①から④を統合し、実務的指針となる手引書の作成に向けた検討と、

医療計画における体制整備に向けた提言等の整理を行った。 

【結果】 ➀文献調査では、訪問栄養食事指導等の多職種での介入は、栄養状態の改善だけ

でなく QOL の向上、介護負担軽減、再入院回避等に有効であることが示された。②実態調査で

は、訪問栄養食事指導が可能な体制を有する病院は 36.6%、診療所は 14.4%にとどまり、管理栄

養士の圧倒的不足と偏在が浮き彫りとなった。③本研究対象事業者の配食サービスは、食品へ

のアクセスの基盤として重要であるものの、利用者の継続的な栄養評価や医療的介入との接続

が確立されていなかった。④インタビュー調査では、多職種連携が機能している施設において、

早期の栄養介入により、体重増加、褥瘡の改善、経口摂取の維持・再開、再入院の回避等の効

果が確認された一方で、管理栄養士の人的資源の不足等が課題として挙げられた。⑤課題解

決に向け、退院支援から在宅定着期、看取りに至る各段階における多職種連携プロセスや情報

共有の手法を体系化した実務指針となる手引書（概要版を含む）を作成し、医療計画における二

次医療圏域単位での管理栄養士の確保目標設定、連携拠点機能の強化等を示す提言とテンプ

レートを作成した。 

【結論】在宅における栄養管理を充実させるには、管理栄養士を含む多機関・多職種による切

れ目のない連携体制の構築と、それを裏付ける政策的アプローチが不可欠である。今後は、本

手引書に基づく実務の標準化と連携の促進を図るとともに、作成した提言を活用し、各都道府県

の医療計画において地域特性に応じた管理栄養士の具体的な確保目標数の明示や連携拠点

の強化を図ることが求められる。 
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菊谷武（日本歯科大学口腔リハビリテーショ

ン多摩クリニック） 

古賀奈保子（医療法人社団いばらき会） 
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杉山みち子（日本健康・栄養システム学会） 

谷中景子（医療法人社団千春会千春会病

院） 

内藤典子（社会福祉法人浴風会認知症介

護研究・ 研修センター） 

馬場正美（東海学園大学） 

深浦順一（日本言語聴覚士協会） 

諸岡歩（兵庫県伊丹健康福祉事務所） 

安田和代（医療法人かがやき総合在宅医療

クリニック） 

山本伸一（日本作業療法士協会） 

矢野諭（日本慢性期医療協会） 

矢野目英樹（社会医療法人財団慈泉会相

澤病院） 

 

Ａ．研究目的 

今後見込まれる在宅医療の需要の増加

に向け、地域の実情に応じた在宅医療の体

制整備は早急に着手すべき課題であり、特

に栄養の観点からのアプローチは必須であ

る。 

近年、介護保険施設や病院における多職

種による栄養管理体制は充実してきている

が、在宅での「在宅患者訪問栄養食事指

導」および「管理栄養士による居宅療養管理

指導」の算定回数は依然として著しく少な

く、多職種連携についても十分に推進され

ているとは言い難い状況である。さらに、在
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宅療養者の生活実態を踏まえると、適切な

栄養管理は医療的介入のみならず、食材の

確保や調理といった生活基盤と密接に関連

している。 

本研究は、こうした現状を踏まえ、2 年間

にわたり在宅における栄養管理体制を「生

活支援としての食」と「医療としての栄養管

理」の両側面から統合的に捉え直し、その実

態と課題を多角的に把握することで、医療

計画および介護保険事業（支援）計画の見

直しに向けたシステム構築の基礎資料を示

すことを目的とした。あわせて、地域におけ

る包括的かつ切れ目のない栄養管理体制

の実装に向けて、実務的指針となる現場向

け手引書を作成するとともに、次期医療計画

等への反映を見据えた実装可能な提言の

方向性を提示することを目指した。 

具体的には、上記目的を達成するために

以下のプロセスに沿って研究を実施した。 

1．文献等による効果的な訪問栄養食事指

導等の体制整備に向けた事例収集、および

都道府県医療計画における管理栄養士の

人材確保や体制整備に関する記載状況の

整理。 

2．医療機関等（在宅療養支援病院、在宅療

養支援診療所、在宅療養支援歯科診療所、

都道府県栄養士会栄養ケア・ステーション）

を対象とした実態調査による、入院医療から

在宅療養への切れ目のない栄養管理体制

の課題探索と、訪問栄養食事指導等におけ

る促進・阻害要因の抽出。 

3．配食サービス関連団体に対する実態調

査を通じた、在宅療養者への食支援の実態

と、医療・介護との連携に関する課題の整

理。 

4．多職種・多施設連携が機能している先進

的施設に対するインタビュー調査を通じた、

訪問栄養食事指導等のプロセスと栄養管理

体制の構造化。 

5．実態調査・インタビュー調査等の結果を

統合した、現場で活用できる「手引書」の作

成、および医療計画等の策定に寄与する

「提言（テンプレートを含む）」の作成。 
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Ｂ．研究方法 

1. 効果的な体制整備に向けた事例収集お

よび都道府県医療計画の現状分析（令和

6 年度） 

① 訪問栄養食事指導等の事例収集：医

学中央雑誌および厚生労働科学研究デー

タベースを用い、2000 年から 2024 年までの

国内外（日本語・英語）の文献検索を行った

（検索式は令和 6 年度分担報告書参照）。さ

らに、日本健康・栄養システム学会誌等の関

連専門誌や紀要、報告書のハンドサーチを

実施した。抽出した文献から、介入対象者、

訪問頻度等の介入内容、栄養面および栄

養面以外の効果（QOL 向上や介護負担軽

減等）、実施上の課題に関するエビデンスを

抽出し整理した。 

② 都道府県医療計画の記載状況の整

理：各都道府県の第 8 次医療計画の公開資

料を基に、在宅患者訪問栄養食事指導（医

療保険）および居宅療養管理指導（介護保

険）の対象者数・実施事業所数、多機関連

携や体制整備の状況、さらに医療従事者と

しての管理栄養士の現状値および目標値

等の記載状況を網羅的に抽出し整理した。 

 

2. 在宅療養者に対する栄養管理体制の実

態調査（令和 6 年度） 

 入院医療から在宅療養に移行するまでの

栄養管理の実態と阻害要因を明らかにする

ため、医療機関等に対する WEB アンケート

調査を実施した。対象は、在宅療養支援病

院（全 2,086 施設）、在宅療養支援診療所お

よび同歯科診療所（それぞれ無作為抽出し

た 4,504 施設、2,629 施設）、都道府県栄養

士会栄養ケア・ステーション（全 47 施設）とし

た。一般社団法人日本在宅ケアアライアンス

の協力も得て実施した。 

調査票の回収は、在宅療養支援病院で

は、回答者が医師、歯科医師、看護師とした

調査票は 130 施設（回収率 6.2％）、回答者

が管理栄養士とした調査票は 136 施設（回

収率 6.5％）であった。在宅療養支援診療所

は 364 施設（回収率 8.1％）、在宅療養支援

歯科診療所は 190 施設（回収率 7.2％）、栄

養 CS は 32 施設（回収率 68.1％）の回答が

あった。さらにデータ入力の不備等を除外し

た有効回答数は、在宅療養支援病院（回答

者が医師、歯科医師、看護師）101 施設、

（回答者が管理栄養士）134 施設、在宅療養

支援診療所は 354 施設、在宅療養支援歯
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科診療所は 190 施設、都道府県栄養士会

栄養 CS は 32 施設であった。なお、参考値

として調査を実施した日本在宅ケアアライア

ンスからは、在宅療養支援診療所 4 施設、

在宅療養歯科診療所 4 施設を回収した。 

在宅療養支援病院の回答者は、院長が

依頼した訪問医療を行っている医師・歯科

医師または看護師、管理栄養士とし、在宅

療養支援診療所と在宅療養支援歯科診療

所の回答者は、診療所長が依頼した訪問医

療を行っている医師・歯科医師または看護

師、管理栄養士（雇用されている場合）とし

た栄養 CS の回答者は、各都道府県栄養士

会栄養 CS の責任者とした。 

調査項目は、施設の基本情報や管理栄

養士の配置・雇用状況に加え、退院カンファ

レンスにおける多職種連携状況、訪問栄養

食事指導の算定実績、管理栄養士が１日に

担当可能な訪問人数、他機関への依頼・指

示の障壁、さらに医師や看護師など他職種

が管理栄養士に期待する役割等、多岐にわ

たる項目を設定し、施設別に基本集計を行

った（IBM SPSS ver.29 を使用）。 

 

3. 「生活支援としての食」を担う配食サービ

ス等の実態把握（令和 7 年度）  

日本生活協同組合連合会および関連団

体（以下、生協）による取り組みを対象とした

質的調査を実施した。インタビュー対象者は

在宅高齢者や買い物困難者に対する食支

援活動を俯瞰的に把握できる立場にある関

係者として、生協事業企画・デジタル推進本

部職員 2 名および（一社）全国コープ福祉事

業連帯機構職員 1 名に協力を得た。なお、

対象地域は、事業拠点の全てとした。半構

造化インタビューを実施し、在宅療養者に対

する食支援の内容、利用者像、栄養への配

慮、見守り機能、地域差、医療・介護との連

携状況等について整理した。本調査は個人

を特定する情報を収集するものではなく、調

査対象者には調査の目的および研究利用

について説明し、口頭で同意を得たうえで

実施した。 

 

4. 令和 6 年度の実態調査で協力を得た施

設等の中から、多職種・多施設連携によ

る栄養管理体制の構造化に向けたインタ

ビュー調査（令和 6～7 年度） 

訪問栄養食事指導の実績が豊富で多施

設・多職種連携が機能している先進的施設

（在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、

在宅療養支援歯科診療所、都道府県栄養

士会栄養ケア・ステーション等）計 24 施設の

管理栄養士および関係職種を対象とし、

WEB 方式による半構造化インタビューを実

施した。インタビューガイドを用い、栄養ケ

ア・マネジメントの構造、早期介入の契機と

プロセス（退院支援から看取りまで）、実施内

容、臨床的アウトカム、および制度的・構造

的な課題（指示書発行に至るまでの情報共

有・連携上の課題や人材確保の問題等）に

ついて聴取し、逐語録をもとに質的分析を

行った。 

 

5. 現場向け手引書の開発および医療計画

等への政策提言の作成（令和 7 年度） 

2 年間にわたる量的・質的調査の結果を

統合し、在宅栄養管理の実装に向けた具体

的なアウトプットを作成した。 ① 手引書の

作成： 退院支援、在宅療養の定着期、看取

り期の各段階における介入フローや、管理

栄養士と多職種間の情報共有手段、記録様
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式等を体系的に整理した実務指針となる手

引書の作成に向けた検討委員会を設置した。

② 政策提言およびテンプレートの作成： 

研究成果を次期医療計画等の政策に反映

させるため、二次医療圏単位での管理栄養

士の必要数推計と確保目標の設定方法、

ICT を活用した情報共有体制の整備などを

盛り込んだ提言を整理するための検討委員

会を設置した。 

なお、本研究における実態調査およびイ

ンタビュー調査は、日本健康・栄養システム

学会倫理審査委員会の承認（承認番号

2024B：令和 6 年 10 月 9 日承認、2025A1：

令和 7 年 2 月 6 日承認、変更届 令和 7 年

4 月 16 日承認）を得て、対象者および対象

施設の倫理的配慮を十分に遵守したうえで

実施された。 

 

【研究班会議開催状況】 

１．令和 6年度 

研究班全体会議 

➢ 第１回班会議：令和 6 年 5 月 8 日 

➢ 第２回班会議：令和 7 年 3 月 13 日 

研究分担班の会議 

➢ 事例収集班会議：令和 6 年 6 月 3 日 

➢ 実態把握班、課題探索班合同会議：令

和 6 年 6 月 12 日 

➢ 課題探索班会議：令和 6 年 6 月 28 日 

➢ 実態把握班、課題探索班合同会議：令

和 6 年 7 月 11 日 

➢ 実態把握班、課題探索班合同会議：令

和 6 年 7 月 25 日 

➢ 実態把握班、課題探索班合同会議：令

和 6 年 8 月 7 日 

➢ インタビュー班会議：令和 7 年 1 月 14

日 

在宅訪問栄養食事指導実施の先進的施設

の視察およびヒアリング 

➢ 在宅療養支援診療所（岐阜県）視察：

令和 6 年 5 月 22 日 

➢ 在宅療養支援診療所（茨城県）ヒアリン

グ（WEB）: 令和 6 年 6 月 4 日 

➢ 在宅療養支援病院（京都府）ヒアリング

（WEB）：令和 6 年 6 月 4 日 

 

２．令和 7年度 

研究班全体会議 

➢ 第１回班会議：令和 7 年 5 月 13 日 

➢ 第２回班会議：令和 7 年 11 月 20 日 

➢ 第３回班会議：令和 8 年 2 月 20 日 

研究分担班の会議 

➢ 実態調査報告、インタビュー調査打合

せ：令和 7 年 4 月 3 日 

➢ 第１回インタビュー班会議：令和 7 年 5

月 13 日 

➢ 第２回インタビュー班会議：令和 7 年 5

月 14 日 

➢ 令和 7 年度の研究実施に向けた打合

せ（厚生労働省）：令和 7 年 6 月 2 日 

➢ 第１回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 6 月 14 日 

➢ 第２回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 7 月 2 日 

➢ 今後の研究の進め方について打合せ

（厚生労働省）：令和 7 年 7 月 4 日 

➢ 現場向け手引書に関する意見交換（厚

生労働省）：令和 7 年 10 月 30 日 

➢ 第３回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 11 月 5 日 

➢ 第４回提言および手引書作成に向けた

検討委員会：令和 7 年 11 月 27 日 

➢ 第５回提言および手引書作成に向けた
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検討委員会：令和 8 年 3 月 23 日 

地域の食支援活動の実態把握 

➢ 日本生活協同組合連合会（東京都）ヒ

アリング（対面）: 令和 7 年 12 月 15 日 

 

Ｃ．結果 

1. 効果的な体制整備に向けた事例収集お

よび都道府県医療計画の現状分析（令和

6 年度分担研究報告書参照） 

文献等による事例収集の結果、訪問栄養

食事指導は、体重増加や栄養指標の改善と

いった栄養面の効果にとどまらず、意欲の向

上や外出頻度の増加、介護者の負担軽減

など、QOL 向上にも有効であることが示され

た。一方で、制度上の「月 2 回」という訪問

制限では不足するケースや、多職種および

患者・家族の管理栄養士に対する役割理解

が不十分であることが課題として指摘され

た。また、各都道府県の第 8 次医療計画の

分析では、訪問栄養指導を受けた患者数等

の記載がある自治体は少なく、他の訪問事

業に比べて認知度が低いことがうかがえた。

管理栄養士の現状値の記載は多いものの、

配置率の向上など具体的な数値目標を掲

げている都道府県は少数にとどまった。 

 

2. 在宅療養者に対する栄養管理体制の実

態調査 

医療機関等を対象とした調査の回収率

は、在宅療養支援病院で約 6％（回答者に

より 6.2〜6.5％）、同診療所で 8.1％、同歯

科診療所で 7.2％であったのに対し、都道

府県栄養士会栄養ケア・ステーションでは

68.1％であった。医療機関の低い回収率に

ついては、これまでの報酬算定実績が低迷

している現状に鑑み、訪問指導の実績がな

い施設の多くが回答に至らなかった可能性

があり、この結果自体が現場の実態を的確

に反映していると推察された。 

有効回答施設における分析の結果、訪問

栄養食事指導等を行うことが可能な体制を

有している施設は、在宅療養支援病院で

36.6％、在宅療養支援診療所では 14.4％

にとどまり（図１）、管理栄養士の圧倒的な不

足と偏在が明らかとなった（表１）。また、管

理栄養士 1 人が 1 日に訪問可能な人数

は、病院で平均 2.2 人（件）、診療所で平均

2.7 人（件）と少数であった（表２）。他職種か

らのニーズとして、医師や看護師等は管理

栄養士に対し「生きがい・食べる楽しみ等の

QOL 向上」の役割を強く期待していることが

示された（図２）。しかし、他の機関に訪問指

導を依頼する際の障壁として、全体の 50％

以上が「他機関との契約手続きが煩雑」「依

頼先の管理栄養士がいる医療機関がわから

ない」と回答した（表３）。さらに、地域の連携

拠点となるべき都道府県栄養士会栄養ケ

ア・ステーションにおいても算定実績が低く、

十分に機能を発揮していない実態が確認さ

れた。 

 

3. 「生活支援としての食」を担う配食サービ

ス等の実態把握 

本調査対象とした事業者は、在宅療養者

や独居高齢者に対して食品へのアクセスを

確保する基盤的役割を担っていることが確

認された。特に、買い物困難者への食材供

給や、配達時の見守り機能など、生活支援

としての意義は大きい。一方で、配食は「1

日 1 食」の補完的利用が中心であり、配食

後の喫食状況や残食を体系的に把握する

仕組みはなく、実際の栄養摂取状況を評価
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することが難しい状況であった。また、食形

態や栄養内容に関する専門的判断が必要

な場面においても、医療・介護専門職との連

携は必ずしも体系化されていなかった。さら

に、中山間地域等における配送コストや人

材確保などの地域差があり、支援ニーズが

利用につながらない「アンメットニーズ」の存

在も課題として確認された。 

 

4. 多職種・多施設連携による栄養管理体

制の構造化に向けたインタビュー調査

（令和 7 年度分担研究報告書掲載：24 事

例参照） 

訪問栄養食事指導の実績が豊富な先進

的施設に対するインタビュー調査の結果、

医療機関・施設として、在宅療養における栄

養ケア・マネジメントの必要性を共有し、その

実施を組織的な取組として位置づけている

施設では、退院支援等の早期段階から円滑

な栄養介入が行われていた。これにより、体

重増加、褥瘡の治癒、経口摂取の維持・再

開、再入院の回避、介護負担軽減といった

臨床的に有意義なアウトカムが確認された。

一方で、体制が不十分な施設が直面する構

造的課題として、制度に関する情報共有や

連携体制の不足、多職種における制度内

容・活用意義の理解不足、人材確保を促進

する上で十分とはいえない報酬体系、地域

における連携ルートや役割分担の不明確さ

が挙げられた。 

 

5. 実務指針となる手引書の開発および医

療計画等への政策提言の作成 

実態調査およびインタビュー調査の結果を

統合し、実務的な実装モデルとして手引書

（『在宅医療における栄養管理実践ガイド―

退院支援から看取りまでをつなぐ多職種連

携―』:資料１）を作成した。本手引書では、

退院支援から在宅定着期、看取り期に至る

各段階の介入フローや、多職種間の情報共

有手段、記録様式等を体系的に整理した。

特に、管理栄養士が多職種の中で果たす

役割を明確にし、医療機関から在宅への移

行を起点とした切れ目のない栄養管理の実

践モデルを提示した点に特徴がある。また、

栄養管理に関わる多職種が、「誰が」「いつ」

「何を確認し」「どこにつなぐか」を短時間で

共有し、適切な連携を実践するための資料

として手引書・概要版も作成した。 

さらに、研究成果を政策へと展開するた

め、都道府県の次期医療計画等に活用でき

る提言とテンプレートを作成した（資料 2）。

なお、提言では、二次医療圏単位での管理

栄養士の必要数推計と確保目標の設定、

ICT を活用した情報共有体制の整備、連携

拠点機能の強化の重要性を提示した。 

  

Ｄ．考察 

1. 訪問栄養食事指導の有効性とニーズの

乖離 

文献や事例収集、ならびに多職種連携が

機能している先進施設のインタビュー調査

から、訪問栄養食事指導は極めて有効な医

療行為であることが確認された。適切なタイ

ミングで介入が行われれば、体重増加や褥

瘡の治癒、経口摂取の維持・再開といった

臨床的効果に加え、意欲の向上、外出頻度

の増加、介護者の負担軽減など QOL 向上

に直結する。実際に、医師や看護師等から

も管理栄養士に対し「生きがい・食べる楽し

み等の QOL 向上」への貢献が強く期待され

ている。しかしながら、我が国には低栄養ま
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たはそのリスクを抱える在宅療養者が多数

（要介護・要支援高齢者から推計して約 490

万人）存在すると見込まれるにもかかわら

ず、実際の訪問指導のレセプト件数は著しく

少なく、必要不可欠なケアが届いていないと

いう大きな乖離がある。 

 

2. 体制整備を阻む構造的課題 

この乖離の背景には、医療提供体制およ

び生活基盤の両面にまたがる複数の構造的

障壁が存在する。 

第一に、圧倒的な人材不足と配置の偏在

である。訪問指導を行う体制を有する病院

や診療所は依然として少なく、管理栄養士 1

人が 1 日に訪問できる人数も平均約 2 名と

限られているため、絶対的なマンパワー不

足が明白である。さらに、報酬水準の制約や

業務負担の問題から、在宅分野に継続的に

関与する人材の確保が難航している。 

第二に、多機関・多職種連携の壁である。

他機関へ訪問指導を依頼・指示する際、「契

約手続きの煩雑さ」や「依頼できる管理栄養

士がいる医療機関がわからない」といった障

壁があり、訪問栄養食事指導等の制度内容

や管理栄養士の役割に関する多職種への

周知不足、ならびに指示書発行に至るまで

の情報共有・連携体制の不足が、介入開始

の遅れにつながっている可能性がある。た

だし、指示書が発行されない理由を本調査

で直接検証したものではなく、因果関係に

ついては慎重な解釈を要する。地域の受け

皿・ハブとして期待される都道府県栄養士会

栄養ケア・ステーションにおいても、対応可

能な人材や医療機関との連携ルート等の制

約により、地域の支援ニーズに十分対応で

きていない可能性が示された。また、状態が

不安定な介入初期や看取り期においては、

制度上の「月 2 回」の訪問制限では不十分

な事例もみられ、柔軟な対応の難しさも課題

である。 

第三に、「食支援」と「医療」の分断であ

る。独居高齢者等の生活を支える配食サー

ビス等の地域資源は、食品へのアクセス確

保という重要な役割を担っている。しかし、

現時点では利用者の喫食状況や栄養状態

の継続的な評価が十分に行われておらず、

医療・介護職との連携が体系化されていな

い。このため、低栄養リスクが顕在化するま

で専門的な介入が遅れる要因となっている

可能性もあり、今後、複数事業者の調査が

必要である。 

 

3. 在宅栄養管理システム構築に向けた解

決策と今後の展望 

これらの課題を克服するためには、個別

のサービス改善だけでなく、地域全体での

「構造の再設計」が必要である。具体的に

は、医師による包括的な医学的管理の下で

実施する基本的枠組みを維持しつつ、多職

種が把握した栄養リスクを医師へ円滑に情

報提供できる仕組みや、指示書作成に係る

事務的負担の軽減策の検討や実際の業務

内容を踏まえた報酬体系の在り方の検討

と、多職種による栄養リスクの早期把握およ

び管理栄養士への円滑な連携を支える仕

組みの整備などが求められる。 

次に、実務における構造化である。本研

究で開発した手引書（『在宅医療における栄

養管理実践ガイド―退院支援から看取りま

でをつなぐ多職種連携―』）および概要版を

広く普及・実装させることが求められる。退院

支援、在宅定着期、看取り期に至るまでの
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切れ目のない栄養介入プロセスを多職種連

携のもとで標準化し、医療機関から在宅、さ

らに必要に応じて栄養ケア・ステーション等

の地域資源へつなぐ情報共有・連携の手順

と役割分担を明確にすることが、現場レベル

での課題解決に直結する。そして、これらを

支える政策的な後押しである。各都道府県

の第 8 次医療計画において、訪問栄養指

導の認知度は他の訪問事業に比べて低く、

管理栄養士の配置や指導件数に関する具

体的な目標値の記載は不十分であった。第

8 次医療計画後期においては、本研究が作

成した医療計画用テンプレートの活用を通

じて、二次医療圏単位での栄養管理ニーズ

に基づく管理栄養士の必要数の推計・可視

化を進めることが期待される。また、こうした

取組を通じて、都道府県による計画的な人

材確保や地域における連携拠点の機能強

化が促進されることが期待される。 

 

Ｅ．結論 

本研究は、2 年間にわたる事例収集、実

態調査、およびインタビュー調査を通じて、

在宅療養者に対する栄養管理体制の現状と

構造的課題を明らかにした。研究結果に基

づく 5 つの構造的課題と対応の方向性、成

果を図 3 に示した。 

在宅療養者の栄養管理を充実させるに

は、地域資源の活用と医療・介護連携により

退院支援から看取りに至るまで「切れ目のな

い栄養管理体制」を構築することが不可欠で

ある。その実現に向け、以下の 2 点を強力

に推進することが求める。 

１点目に、本研究で作成した手引書（『在

宅医療における栄養管理実践ガイド―退院

支援から看取りまでをつなぐ多職種連携

―』）に基づく実務の手順・プロセスの明確化

と、多職種連携の促進である。  

２点目に、各都道府県の次期医療計画等

において、地域特性に応じた訪問栄養食事

指導の推進方針と、管理栄養士の具体的な

確保目標数を明示し、政策として明確に位

置づけることである。 

今後は、本研究で示した手引書と提言（テ

ンプレート）を基盤に、地域に即した体制整

備を進めるとともに、その効果を評価し、持

続可能なシステム構築へつなげることが望ま

れる。あわせて、現場からは栄養管理の明確

なエビデンスを継続的に発信していくことが

重要である。 
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なし 
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表１ 在宅療養支援病院の管理栄養士配置 

 

 

 

表２ 訪問に専任する１人の管理栄養士が１日に訪問栄養食事指導を担当できる人数 

 

 

 

表３ 他の医療機関の管理栄養士に訪問栄養食事指導の依頼・指示を行うことの障壁 

（複数回答,％） 

 

ｎ （％） 度数 平均値 中央値 標準偏差

総病床数　（床） 134 117.7 111.0 53.4

３．病院全体での管理栄養士の配置について（人）

常勤職員 134 3.0 3.0 1.8

非常勤職員の常勤換算数 134 0.2 0.0 0.6

病院全体の管理栄養士の配置数 134 3.2 3.0 2.0

病床数/管理栄養士の配置数 134 42.4 39.9 18.6

４．患者の自宅（居宅系施設も含む）を訪問する管理栄養士について（人）

常勤職員 134 0.8 0.0 1.2

非常勤職員の常勤換算数 134 0.5 0.0 0.2

在宅療養支援病院

（医師等,n=101)

在宅療養支援診療所

(医師等,n=354)

在宅療養歯科支援診療所

(歯科医師等,n=190)

他の医療機関との契約手続きが煩雑 51.5 49.7 44.2

依頼・指示できる管理栄養士がいる医療機関がわからない 42.6 57.1 62.1

依頼・指示できる管理栄養士がいる医療機関が近隣にない 14.9 23.7 24.2

訪問栄養食事指導の報酬が少ない 32.7 19.2 20.5

訪問栄養食事指導の指示を出す医師への報酬がない 21.8 22.6 17.9

訪問栄養食事指導の内容を共有することが困難 22.8 13.0 25.3

訪問診療中に栄養管理まで手が回らない 27.7 28.2 42.6

その他 10.9 3.4 6.3

ｎ 平均±標準偏差

在宅療養支援病院（人） 39 2.2±1.6

在宅療養支援診療所（人） 22 2.7±1.8

在宅療養支援歯科診療所（人） 10 1.5±1.3
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医師・看護師・管理栄養士：在宅療養支援病院 

医師等：在宅療養支援診療所、歯科医師等：在宅療養支援歯科診療所 

 

図２ 訪問栄養食事指導を行う管理栄養士に期待する（期待されている） 

役割について（複数回答, ％） 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

患者の新たな課題やニーズを早期に把握

日常の職種間の情報連携促進

ケアプランにおける共通した目標設定

各専門職の専門用語への理解促進

各専門職の業務フローへの理解促進

職員の職務満足度向上

ケアの充実（褥瘡・認知症・看取り・その他）

外部の関連者との連携促進

アウトカム向上（リハ・機能訓練・口腔・栄…

疾患の増悪・再発予防

肺炎の予防

転倒の予防

生きがい・食べる楽しみ等のQOLの向上

介護者の負担の軽減

医師 n=43 看護師 n=58 管理栄養士 n=134 医師等 n=354 歯科医師等 n=190

図１ 管理栄養士が訪問栄養食事指導を行うことが可能な体制を有しているか（％） 

【在宅療養支援診療所 (n=354)】 【在宅療養支援病院 (n=101)】 
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図３ 在宅医療における栄養管理体制の構築（研究結果に基づく５つの構造的課題と対応の方向性）

17



 

資料１ 『在宅医療における栄養管理 実践ガイド 

―退院から看取りまでをつなぐ多職種連携推進―』 
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資料２【都道府県名】医療計画：在宅医療における栄養管理の推進（テンプレート） 

 

1. 現状と課題 

【現状】 
• 2040年を見据えた高い栄養管理ニーズと地域差 高齢者人口は 2040年に向けて増加

し、医療と介護の複合ニーズを抱える 85歳以上人口や独居高齢者が急増する。一

方で、高齢化や人口減少のスピードには地域差があり、「大都市型」「地方都市

型」「人口の少ない地域」といった地域ごとの需要の変化に応じた体制整備が求め

られている。 

• 在宅療養における栄養課題と人材不足 要介護高齢者の多くが栄養障害（リスクを含

む）や摂食・嚥下障害を抱えており、在宅における栄養管理のニーズは高い。しか

し、「在宅患者訪問栄養食事指導」等の算定回数は著しく少なく、訪問指導を行う

体制を有する在宅療養支援病院・診療所は一部にとどまり、管理栄養士の配置が進

んでいない。 

• 退院から在宅療養への移行における課題 病院から在宅への移行において、食事形

態の調整や家族の介護負担などが在宅療養継続の障壁となりやすい。入院中から退

院後の生活を見据え、食支援を含めた多職種連携による退院支援が不可欠である。 

• 生活支援（地域の食支援）と医療の分断 配食や宅配事業は在宅療養者の食を支える

基盤であるが、実際の喫食状況や栄養摂取量の把握は十分ではなく、医療的な「栄

養管理」の視点が必ずしも組み込まれていない実態がある。 

【課題】 
• 地域の実情に応じた人材確保と育成 訪問栄養食事指導を担える管理栄養士が圧倒的

に不足しており、常勤配置の促進と、地域（二次医療圏域や市町村単位）における

計画的な人材育成が急務である。 

• 多職種連携と ICTを活用した情報共有の不足 在宅療養患者の低栄養状態への対応

には、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、リハビリテーション専門職等との連携が

不可欠であるが、多職種間でのリアルタイムな情報共有ツール（ICT等）の導入や

運用ルールの統一が不十分である。 

• 「退院支援」「日常の療養」「看取り」の各フェーズにおける栄養介入の遅れ 制度や管理

栄養士の役割に対する理解不足から、必要な患者への介入が遅れるケースがある。

適切な時期に栄養的介入を行うための、多職種間での共通の価値基準の構築が必要

である。 

2. 推進方策 
• 医療機関等における体制整備と役割強化 在宅医療において積極的役割を担う医療機

関（在宅療養支援病院等）において、入院初期からの退院困難者のスクリーニング

や、退院後の訪問栄養食事指導を行う体制整備を推進する。また、地域の医療機関

や介護保険施設等と連携し、訪問栄養食事指導体制の強化を図る。 

• 管理栄養士の確保と二次医療圏域ごとの推計 専従の管理栄養士 1人あたりの訪問対

応人数（平均約 2人（件）/日）等の実態に基づき、二次医療圏域（または市町村

単位）ごとに栄養管理が必要な患者数を推計し、地域の実態に応じた管理栄養士の

確保を推進する。 

• 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を通じた多職種連携 地域における在宅医療の提

供体制に関する協議の場として「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を活用し、医

療・介護・障害福祉関係者が参画する「顔の見える関係」を構築し、多職種協働に

よる包括的な在宅医療提供体制を推進する。 

21



 

• 地域類型に応じた柔軟なサービス提供体制の構築 人口の少ない地域では、既存資源

の有効活用や事業者間の連携・協働化によるサービスの維持を図る。大都市部では

急増する需要に対応するため、民間の活力や ICT技術を活用した効率的なサービス

基盤を整備する。 

 

3. 数値目標（設定例） 
事後に定量的な比較評価を行えるよう、二次医療圏域（または市町村単位）ごとに、地

域資源の特性に見合った訪問栄養食事指導等の推進方針と、それを支える管理栄養士の確

保目標数を明示する。 

 

（1）訪問栄養食事指導等を担う管理栄養士の確保目標の算出ステップ 
1. 対象者数の推計: 地域の要介護（要支援）認定者数に対し、低栄養またはそのリス

クがある者の割合（50〜70％）※を乗じ、適切な栄養管理が必要な対象者数を推計

する。※榎裕美ほか：日本臨床栄養学会 36（2）:124-130（2014）  

2. 年間訪問対応件数の算出: 全ての対象者に対し、例えば「月 2回」の訪問指導を行

うと仮定し、圏域全体で必要な年間対応件数を算出する。 

3. 管理栄養士の必要数の算出: 専従の管理栄養士 1人が 1日に対応できる平均訪問数

（約 2人）に基づき、1人あたりの年間対応件数を「480件（1日 2件×週 5日×4

週×12 ヶ月）」と設定する。圏域全体の年間訪問対応件数をこの 480件で除する

ことで、必要な管理栄養士の規模感を算出する。 

 

なお、上記により算出する人数は、地域における潜在的な栄養管理ニーズに対応するための必要

規模を検討する際の参考値であり、計画期間中に確保すべき目標数と必ずしも一致するものでは

ない。確保目標は、最終的な目標達成時期を設定したうえで、基準年における常勤換算の管理栄

養士数、訪問栄養食事指導等の実施状況、計画期間中の採用・育成・配置転換の見込み、ならび

に栄養ケア・ステーション等との連携により確保可能な体制を踏まえて、段階的に設定する。 

 

（2）各圏域別の目標設定フォーマット 【〇〇二次医療圏】 
• 訪問栄養食事指導を担う管理栄養士の確保数 

現状値：〇〇人（令和 X年） ⇒ 目標値：〇〇人（令和 Y年） 

• 在宅患者訪問栄養食事指導（医療保険）を実施している診療所・病院数 

現状値：〇〇箇所（令和 X年） ⇒ 目標値：〇〇箇所（令和 Y年） 

• 管理栄養士による居宅療養管理指導（介護保険）を実施している事業所数 

現状値：〇〇箇所（令和 X年） ⇒ 目標値：〇〇箇所（令和 Y年） 
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